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管路施設管理計画の基本方針

• 管路施設の老朽化対策について、一定のサービスレベルを維持するととも
にライフサイクルコストの最小化を図るため、必要な改築事業量（事業延長、
事業費）や点検調査の実施手順を明らかにする。

①管路施設管理計画の目的

②管路施設管理計画の構成

• 投資計画と点検調査計画により構成される。

③検討の視点

• 「投資計画」では、マクロ的な視点で管路施設の劣化状態を把握・予測し、コ
ストとリスクのバランスを評価して、中長期的な改築事業量を算定する。
（保有するすべての施設について、個々の劣化状態をあらかじめ把握することは困難であること
から、各スパンの健全度予測ではなく、施設全体の健全率予測といったマクロ的アプローチを
採用する。）

• 「点検調査計画」では、必要な改築事業量を踏まえ、リスク評価の観点から
優先順位をつけることにより、計画期間内の点検調査の進め方を整理する。

• 点検調査データの収集・蓄積を図るとともに、ＰＤＣＡサイクルによる定期的
な見直しにより、計画の精度向上を図っていく
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１．管路施設の目標設定

• 計画策定に当たり、戦略的目標（管路施設の老朽化対策が目
指すべき方向）を示す。

• 戦略的目標は、当該市町村の総合計画、他の対策との優先順
位、住民意見を踏まえ、実現性を勘案して設定する。

• 利用者や住民に分かりやすい指標（ＰＩ、アウトカム指標）で示す。
• この目標に基づき、下水道管理者が施設を管理するうえで利用
しやすい管理目標を、計画策定の過程（2.4で設定）で設定する。

【管路施設管理計画の目標の考え方】

戦略的目標
（管路施設の老朽化対策が目指すべき方向）

（指標）
•管渠延長１ｋｍ当りの道路陥没箇所数
•健全率

等

（例）
•道路陥没のリスクを増大させない
•現状の健全率を今後とも維持していきたい
等
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2.1基礎データの整理

• 以降の検討に必要な基礎データを収集・整理

〈投資計画の検討に必要なデータ〉

・管渠延長（布設年次別、管種別） → 必要改築量の予測

・管渠整備費用（修繕単価、更生単価、布設単価等） →投資シナリオの費用比較

〈点検調査計画の検討に必要なデータ〉

・施設のリスクを評価するためのデータ → 点検調査の優先順位付け

事故の重大性：幹線／枝線、防災拠点、軌道／河川等、被災箇所 等

構造的不具合の発生確率：軟弱地盤、圧送管下流 等

・管理履歴（点検／清掃／修繕／改築、実施年数、頻度） → 点検調査方法

〈健全率予測式の検討に必要なデータ〉

・点検調査データ（劣化診断結果） → 緊急度（またはＡ～Ｃのランク）の評価

・緊急度（ランク）の評価結果と経過年数 → 健全率予測式の算定

※点検調査データがない場合には、ＰＤＣＡサイクルを通じてデータの蓄積を図る。
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2.2健全率予測式の検討
①健全率予測の考え方

①健全率予測式とは

 管路施設の劣化が進行する過程には様々な要因が影響

 関連する全要因から、個別の管路施設の状態を予測するのは困難

②健全率予測式で、管路施設全体の劣化状態の進行を予測
（マクロ的な劣化予測）

・全管渠に対する健全な管渠の割

合（健全率）と経過年数の関係

式。

経過年数

健
全
率

100%

健全な管渠
の割合

健全でない
管渠の割合
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2.2健全率予測式の検討
②健全率予測式の設定

【点検データ等が十分にない場合】
• ストックマネジメントの導入段階で、点検調査データが十分にない場合は、

既存の健全率予測式を活用する。

【独自に健全率予測式を設定する場合】
• 既存の点検調査データがある（蓄積されている）場合や計画策定のため

に点検調査を行った場合は、独自に健全率予測式を設定することも有効
である。

• 点検調査を行うことが有効と考えられる場合として、①地域全体的に特
異な条件や環境にある管渠を有する場合、②標準的耐用年数を超える
管渠を有する場合、等が考えられる。

（管内流出水の水質に特殊性がある管渠（例：工業地帯 等）、下水道事業以外により布設された管渠
（例：住宅団地 等）、布設箇所の周辺環境に問題がある管渠（例：地盤沈下が起こりやすい地域、海岸
部などの塩分濃度が高い地域 等） 等）
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2.2健全率予測式の検討
（例）国総研算定の健全率予測式

【特徴】

• 事業別：公共／流域

• 管種別：全管種／陶管／
ヒューム管

• 推定式：ワイブル分布曲線 【健全率予測式の例（全管種）】

【健全率予測式の例（ヒューム管）】【健全率予測式の例（陶管）】
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2.3投資計画の検討
①基本的な考え方

•戦略的目標を達成するため、改築や修繕に必要な投資
について検討する。

〈検討の視点〉

• コストとリスクのバランスを勘案し、実現性を加味した最適な投
資シナリオを選定

• 耐用年数が長いため、長期的な視点（100年程度）で検討

コストを抑えて必要な劣化対策を実施しないと劣化が進み（機能低下、健全率低下）、管
路施設の構造的不具合の発生確率が高まる（リスクが増大）

劣化対策を進め（コスト増大）、管路施設の構造的不具合の発生確率を抑えると（リスク
低減）、所与の管路施設の機能（健全率）は保持される。

• 最適な投資シナリオを選定できるよう、数多くのシナリオを設定

シナリオ設定のパラメータ ： コスト（投資額）、状態を維持する水準（管路施設全体で維
持する健全率の水準）、改築対象（どの程度の健全度で改築を行うか） 等
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2.3投資計画の検討

②評価の考え方

• 評価の視点：コストとリスクのバランス

〈評価項目の例〉

① 投資額

② 健全度の推移傾向（改善/横這い/悪化）

③ 健全度改善効果（費用当たりの健全度改善量）

など

投資額が小さく、変動幅の小さいシナリオ
が望ましい。

年当たりの額や総額での
可能／不可能、変動

投資額①

少ない費用で健全度割合の改善効果が
大きなシナリオが望ましい。

単位費用当たりの健全度
割合改善量の大小

改善の効率性③

施設全体の健全度の割合が将来的に悪
化し続けていくシナリオは望ましくない。

悪化

／横這いor改善

健全度の割合
の推移傾向

②

内 容評価対象項 目視点

最適なシナリオ選定の評価項目（例）

機能

コスト リスク

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの投資計画では施設が有す
る現状の機能維持を目指し、コストとリスク
のバランスを図る。
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シナリオ１：単純改築（標準的耐用年数50年で改築、時間計画保全）

1 6 11 16 21 26 31 36 41 46 51 56 61 66 71 76 81 86 91 96

基準年次からの経過年数

改
築
事
業
費

健全度Ⅰ 健全度Ⅱ 健全度Ⅲ 健全度Ⅳ
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基準年次からの経過年数

健
全
度
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ク
の
割
合

健全度Ⅰ 健全度Ⅱ 健全度Ⅲ 健全度Ⅳ

【投資額】 【健全度割合の推移】

2.3投資計画の検討
③投資シナリオの検討例

• （投資額）単年で極めて大きなピークがある。総投資額も大きい。変動幅が大きく平準化されていない。

• （健全度の割合の推移傾向）波打って変動しているが、中長期スパンの平均では基準年よりは悪化している。

• （改善の効率性）経過年数に基づく単純更新のため、健全度の割合の改善効率は低い
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シナリオ２：健全度Ⅱ以下を対象として改築する場合
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基準年次からの経過年数
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健全度Ⅰ 健全度Ⅱ 健全度Ⅲ 健全度Ⅳ

【投資額】 【健全度割合の推移】

2.3投資計画の検討
③投資シナリオの検討例

• （投資額）比較対象に比べ総投資額は小さい。平準化されているため年当たりの額のピークはない。

• （健全度の割合の推移傾向）健全度が低い施設を集中的に改築するため、健全度の割合は改善する。

• （改善の効率性）健全度が低い施設に集中して投資するため、改善の効率性は高い。

初期に健全度Ⅰに集中対策し、

現況までの劣化施設を早急に改築
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シナリオ３：投資を抑えて健全度Ⅰのみ改築する場合

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95

基準年次からの経過年数
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健全度Ⅰ 健全度Ⅱ 健全度Ⅲ 健全度Ⅳ

【投資額】 【健全度割合の推移】

2.3投資計画の検討
③投資シナリオの検討例

• （投資額）３シナリオ中最も総投資額が小さい。平準化されているため年額のピークはない。

• （健全度の割合の推移傾向）健全度が低い施設に集中して対策を行うが、投資額が過小で必要改築量に満
たないため健全度の割合は悪化。

• （改善の効率性）健全度が低い施設に集中して投資するため、健全度の割合の改善の効率性は高い。
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 目標を満たしている場合、確認２）へ

 目標を満たしていない場合、シナリオまたは目標設定へフィードバックして見直す

確認２）投資シナリオの年間投資が実現可能であるか。
 投資シナリオの年間投資額≦年間投資可能額ならば、投資計画として位置づけ、管理目標の設定へ

 投資シナリオの年間投資額＞年間投資可能額ならば、シナリオ、目標の見直しへ

確認１）目標が達成できる投資シナリオであるか。

2.3投資計画の検討
④最適シナリオの選定

これらを満足することを確認し、２０～３０年の投資計画として位置づける。

○

○

×

無

無

大

評価視点①-3
投資額（変動）

○

○

×

可能

可能

不可能

評価視点①-2
投資額（総額）

…

…

…

…

×○高×悪化○可能3

○○高○改善○可能2

××低×悪化×不可能1

評価
評価視点③

改善の効率性
評価視点②

健全度の推移傾向
評価視点①-1
投資額（年額）

ｼﾅﾘｵ

• 検討した投資シナリオの中から、各評価項目を踏まえて最適なシナリオを選定
した上で、以下の点について確認する。
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2.4管理目標の設定

• 事業量⇒改築及び点検調査が必要な管渠延長or事業費

• 機能維持のために保持する健全率

• 対策実施率、状態把握率の達成目標値 等

①管理目標の意義
• 1.で掲げた戦略的な目標を達成するために、下水道管理者

が施設を管理するうえで必要となる具体的な対策量を示す
ものである。

• 点検調査計画や長寿命化計画の目標値となる。

• 管路施設計画や実施した事業の評価指標となる。

②管理目標の設定（例）

 対策実施率＝∑（改築済み管渠延長）／∑（改築が必要な管渠延長）×100

 状況把握率＝∑（点検調査済み管渠延長）／管渠総延長

14

2.5点検調査計画の検討
①点検調査計画の考え方

• 必要改築量に基づいて、改築箇所を抽出するために点検調査を
行う。

• 点検調査量は、必要改築量に発見率を勘案して算定する。

• 点検調査の箇所は、リスク評価の観点から、優先順位を付け
る。

• 計画期間 ： ２０～３０年 （管路施設管理計画の一部として）

〈点検調査が抱える計画策定上の課題〉

実際は、ＴＶカメラ調査等の管内調査を実施した全てが、改築が必要な管渠とは
限らない。

その結果、計画通りに点検が進まない場合、事故発生のリスクが蓄積。

【点検調査計画の考え方】

→ ＰＤＣＡサイクルの実践により計画の見直しを図る。
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2.5点検調査計画の検討
②点検調査の優先順位の考え方（その１）

• 点検調査の優先順位は、リスク評価の観点から決定

第１評価軸：構造的不具合による事故の被害の大きさ≒施設重要度

※重要路線は耐震対策指針と解説等が参考となる。

第２評価軸：構造的不具合の起こりやすさ≒ 経過年数（or健全度）

※時間の経過とともに、劣化が進み発生確率が高くなる。

【リスク評価の考え方】

リスクの大きさ ＝ 構造的不具合による事故の被害の大きさ ×

構造的不具合の起こりやすさ

リスクが大きい施設 ≒ 優先順位が高い施設

【優先順位の評価軸】
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2.5点検調査計画の検討
②点検調査の優先順位の考え方（その２）

リスクマトリックスによる優先度検討例

優先度
小
⑤

優先度
やや小

④

優先度
中
③

優先度
中
③

優先度
やや大

②

優先度
やや大

②

優先度
大
①

優先度
やや小

④

優先度
中
③

事故による被害の大きさ
（例：施設重要度）

小 中 大

小

中

大不
具
合
の
起
こ
り
や
す
さ

（
例
：
経
過
年
数
、
健
全
度
）

【検討の単位の例】

• 重要な幹線：スパン単位

• 枝線等：ある程度まと
まった区域単位（布設年
次が同じ区域等）

→施設の重要性やまとま
り（地理的、年次）により
検討の単位を工夫する。
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• 構造的不具合による事故の被害の大きさは、「施設重要度」
で評価

• 施設重要度は次の視点でランク分けできる。

一般路線小

機能上重要な管路施設、社会的な影響が大きな管路施設、事故時に対
応が難しい管路施設 等

大

劣化が進行しやすい管路施設、過去に事故や苦情がある管路施設 等中

管路施設の特徴施設重要度

【管路施設の特徴から見た施設重要度の分類の例】

 機能上重要な施設
 事故時に社会的な影響が大きな施設
 事故時に対応が難しい施設
 劣化が進行しやすい施設／劣化が進行しにくい施設

（注：施設の特性で判断し、時系列的な劣化は考慮しない）

2.5点検調査計画の検討
a) 構造的不具合による事故の被害の大きさ
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• 構造的不具合の起こりやすさは、「経過年数（or 健全

度）」で評価する。

→ ストックマネジメントの導入段階で管路施設の健
全度が不明な場合は、健全度と関係が深い「経過年
数」を代用指標とすることが有効。

2.5点検調査計画の検討
b) 構造的不具合の起こりやすさ



19

• 点検調査の方法は、リスクの大きさを考慮して、効率的かつ効果
的な方法を選択する。

（改築箇所を抽出するためのＴＶカメラ調査とあわせて、リスクの小
さい地区も含めて簡易調査を実施することによって、「構造的不
具合の起こりやすさ」の精度を高めるなど）

• 点検調査の結果、改築が不要と判断された箇所については、健
全度の低下をマクロ的に推定するなどして、次回の点検調査時
期を設定する。

2.5点検調査計画の検討
③点検調査の方法と頻度
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2.5点検調査計画の検討
④点検調査計画の成果イメージ

【点検調査計画表の例】

【点検調査計画図の例】
T

P

簡易調査＋TVカメラ

○年簡易調査

○年簡易調査

○年簡易調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

簡易調査＋TVカメラ

○年簡易調査

○年簡易調査

○年簡易調査

簡易調査＋TVカメラ

○年簡易調査

○年簡易調査

○年簡易調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

○年TVカメラ調査

凡例

N

1 2 3 … 11 12 … 20
○～◇年 ○○km
◇～△年 ○○km
△～▽年 ○○km

…

◆～☆年 ○○km
☆～★年 ○○km

…

○年 ○○ha
◇年 ○○ha
◇年 ○○ha
●年 ○○ha

…

△△地区 □年 ○○ha

黒線：１回目、赤線：２回目
実線：TVカメラ調査、一点鎖線：簡易調査＋TVカメラ調査、破線：簡易調査

点検調査年次延長or
面積

◇○地区

○▽地区

××幹線

施工年次調査箇所

○○幹線

• （点検調査計画表）調査箇所、施工年次、調査量（延長or面積）、調査年次

を一覧表に整理

• （点検調査計画図）調査箇所を、下水道計画一般図や排水区画割施設平
面図等に整理
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2.6管路施設管理計画のとりまとめ・活用

①管路施設管理計画のとりまとめ

• 計画期間 ： ２０～３０年

• 管路施設管理計画の内容
→ 投資計画

（必要改築量及び必要費用、健全度割合の改善効果 等）

→ 点検調査計画

（点検調査量、優先順位、点検調査方法、点検調査頻度 等

• 住民等への情報提供
→ パンフレット、下水道管ハザードマップ、・・・

• 議会等への説明資料
→ 投資の必要性、効果、投資計画、・・・

②管路施設管理計画の活用
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３．管路施設管理計画に基づく
事業の実施（Ｄｏ）

①管路施設管理計画に基づいて点検調査を実施
⇒ 点検調査結果のデータベース化

⇒ 事業量予測と点検調査計画の検討に活用

②下水道長寿命化計画（管路）を策定
⇒ 中長期的な施設管理の展望をもった事業計画

⇒ 長寿命化を踏まえた効率的な対策の検討
⇒ 対策の検討にあたっては、能力増強等を考慮

③長寿命化計画に基づいた事業の実施

④点検調査以外の日常の維持管理情報の集積と活用
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４．管路施設管理計画の評価（Ｃｈｅｃｋ）
と見直し（Action)

• 管理目標との乖離のチェック
管理目標［例］：健全率、対策実施率、状態把握率 等

• PDCAサイクルによる定期的な見直し

（考え方）
・見直しのチェック期間：５年毎(長寿命化計画の周期)

・見直し条件 ： 管理目標との乖離レベル

・見直し事項 ：
→ データの蓄積による健全率予測式の見直し

→ 改築が必要な管路施設の発見率の見直し

→ 点検調査計画（点検調査量、優先順位）の見直し

→ 投資計画（投資シナリオ）の見直し
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参考資料１）用語の定義

• 健全率：管路施設全体に対する、改築を必要とする管路施設の割合

• 健全度：個別の施設の健全性の度合い（本資料では緊急度Ⅰ～Ⅲ、劣
化無しを健全度Ⅰ～Ⅳで用いている）

• 緊急度：ＴＶカメラ調査結果に基づく異常の程度診断から決まる対策実施
の緊急性の高さの度合いで、Ⅰ（重度）＞Ⅱ（中度）＞Ⅲ（軽度）の順

健全度
改築対象
の判断

内容 判定の基準

Ⅰ
緊急度Ⅰ
速やかに措置の必要な場合

３つの診断項目(管の腐食，上下方向のたるみ，不良発生
率に基づくランク)におけるスパン全体でのランクで，ラン
クAが２項目以上ある場合

Ⅱ
緊急度Ⅱ
簡易な対応により必要な措置を
5年未満まで延長できる場合

３つの診断項目におけるスパン全体でのランクで，ランク
Aが１項目もしくはランクBが２項目以上ある場合

Ⅲ
緊急度Ⅲ
簡易な対応により必要な措置を
5年以上に延長できる場合

３つの診断項目におけるスパン全体でのランクで，ランク
Aがなく，ランクBが１項目もしくはランクCのみの場合

Ⅳ
(劣化なし)

劣化なし －

　資料：「下水道管路施設の緊急点検実施マニュアル(案)」,(社)日本下水道協会,Ｈ19.3を参考に作成。
　診断項目，ランクの説明については，上記資料を参照。
　油脂の付着，樹木根浸入，モルタル付着は清掃等で除去できる項目として判定基準の対象外とした。

改築
対象

対象外

表 緊急度を健全度に置き換えた例
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参考資料２）管渠の健全率予測式の作成方法
①統計分析による方法

【概要】

• 点検結果（健全度）と経過年

の関係を統計分析して健全

率と経過年数の関係をプロッ

トし、健全率と経過年数の予

測直線または曲線を作成。

【特徴】
• マクロ的予測なので個別施設には適用できない。

• 管種、管径、事業種別（公共／流域、汚水／雨水／合流）等により、点検

データを分類することで、予測精度の向上が可能である。

• 考え方は簡単であるが、必要改築量の計算が複雑である。

経　過　年　数

劣
化
の
割
合

：Ｙ＝ａ ｌｎ Ｘ ＋ｂ対数曲線式    ×  ( )  

：Ｙ＝ａ Ｘ＋ｂ直線式    ×   

：Ｙ＝ｋ １＋ａ ｂＸ ）ロジスチック式    /(   ×exp(-  ) 

ワイブル分布の信頼度関数式
Ｙ＝ Ｘ ａ ｂ）　　　　  exp(-( / )^  

健
全
率
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参考資料２）管渠の健全率予測式の作成方法
②遷移確率を算定する方法

【概要】

• 各健全度ランク間の遷移確

率を用いて、各健全度ランク

の比率の推移をマルコフ過

程により計算。

【特徴】
• マクロ的予測なので個別施設には適用できない。

• 管種、管径、事業種別（公共／流域、汚水／雨水／合流）等により、点検
データを分類することで、予測精度の向上が可能である。

• 考え方が複雑であるが、必要改築量の計算は比較的簡単化できる。

緊急度の推移

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
経過年数

健
全

率
　

％

緊急度Ⅰ
緊急度Ⅱ
緊急度Ⅲ
劣化なし

健全度Ⅰ

健全度Ⅱ

健全度Ⅲ

健全度Ⅳ

健全度の推移
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参考資料３）
健全率曲線から
健全度曲線を推
定する方法

健全度

Ⅳ（劣化なし）

Ⅲ（Ｃのみ）

Ⅱ（Ｂ・Ｃのみ）

Ⅰ（Ａあり）

機能停止

（設置時）

経過観察

修繕＆経過観察

改築

経過年数

対応例

健全率

100％

Ｘ%

経過年数
0%

改築

【不健全度の割合の推定式】

【管路施設全体のうちのＸ％の施設
がたどると推定される健全度曲線】

健全度Ⅰ～Ⅲまで

の管渠の割合

健全度Ⅳ

管渠の割合

健全度Ⅰ

の管渠の割合

健全度Ⅱ～Ⅳ

管渠の割合

点検調査例
1回目 2回目

設計等に必要な期間

• 健全度Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ、健全
度Ⅰ＋Ⅱ、健全度Ⅰの割
合の曲線を作成（右上図）

• 上記曲線と健全率X％の交

点の経過年数を算定（右上
図）

• Xは自治体が独自に設定

• 上記経過年数から、管路
施設全体のうちのX％がた

どると推定される健全度曲
線を作成

• この健全度曲線と１回目の
点検調査結果をもとに、次
回の点検調査時期を設定


